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～お問い合わせ～ 

国立市 都市整備部 南部地域まちづくり課 計画整備係  担当：山崎・鈴木 

〒186-8501  東京都国立市富士見台 2-47-1   

TEL : 042-576-2111（内線 ： 372） FAX : 042-576-0264 

E-mail : sec_nanbuseibi＠city.kunitachi.lg.jp 

変更点③：建築物等の高さの限度 

市街地の延焼防止を図る必要がある地域を都市計画で指定するものです。 

防火・準防火地域に指定されると、新たに建築する建築物等は、建築物の規模に応じて燃えにくい建

物の構造にし、市街地の防災性の向上を図ります。 

準防火地域に指定します。 

用途地域等パンフレットは国立市 HP でご覧いただけます 

 

 500 ㎡以下 
500 ㎡超 

1,500 ㎡以下 
1,500 ㎡超 

４階以上 耐火建築物等 

３階建 防火措置した建築物 

準耐火建築物等 
 

２階建 防火構造 

※木造建築物等で外壁・軒裏の 

延焼のおそれがある部分 平屋建  

 防火構造 準耐火建築物 耐火建築物 

変更点④ 

これまでも屋根や外壁については、一定の延焼を防ぐ性能が求められていますが、今後、軒裏や窓

などの開口部についても、一定時間、延焼を防ぐ性能が必要となります。 

燃えにくい 

燃えにくい 

 変更前 なし  
変更後 

準防火地域 

防火地域・準防火地域とは 

延床 
面積 

階数 
（地上） 

準防火地域における建物の構造イメージ 
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関係機関との連携・協働のもと、大規模住宅団地の再生や公共施設の再編、谷保駅及び矢 川駅周辺の商

業地の活性化等の取り組みを複合的に推進し、より多くの若者・子育て世代を 地域内に呼び込むととも

に、高齢者がいつまでも安心して暮らすことができ、多世代がバラ ンスよく集い、支え合うまちを目指

します。 

 

 
国立市矢川上地区 

まちづくりニュース 

第 16 号 
令和６年 12 月発行 

発行元 

用途地域等の変更の検討状況をお知らせします 

本号では、地区計画の策定とあ

わせて予定している「用途地域の

変更」と「準防火地域の指定」の

検討状況をお知らせします。 

国立市都市整備部 
南部地域まちづくり課 

〇これまでの検討経緯 

土地区画整理事業の廃止 

将来像の実現に向けた見直し まちづくり手法の変更 

用途地域の変更 
準防火地域の指定 

 

地区計画の策定 

＜矢川上地区のまちづくり＞ 

関係機関との連携・協働のもと、大規模住宅団地の再生や公共施設の再編、谷保駅及び矢 川駅周辺の商

業地の活性化等の取り組みを複合的に推進し、より多くの若者・子育て世代を 地域内に呼び込むととも

に、高齢者がいつまでも安心して暮らすことができ、多世代がバラ ンスよく集い、支え合うまちを目指

します。 

〇用途地域の変更と準防火地域の指定について 
次のように用途地域等の変更を検討しています。 

 

 用途地域 
   

高度地区 防火・
準防火 面積 建ぺい率 

（％） 
容積率 
（％） 

高さの限度
（ｍ） 

変
更
前 

第一種低層 
住居専用地域 ４０ ８０ １０ 第一種 

高度地区 
なし 

約
2.9 
ha 

変
更
後 

第一種中高層 
住居専用地域 
※地区計画で制限 

⇒ｐ２参照 

６０ １５０ 
なし 

※地区計画で制限 

⇒ｐ３参照 

第一種 
高度地区 

準防火
地域 

 

用途地域の変更 
と準防火地域を 
指定する範囲 

立川市 

国立市 

矢川上地区 

変更点➀ 変更点② 変更点③ 変更点④ 

 矢川上地区では、地域におけるご意見やご提案も踏まえ、「土地区画整理事業」から「地区計

画」の活用によるまちづくりへの変更と、国立市都市計画マスタープランで定めた将来像等の

実現に向けて「用途地域の変更」および「準防火地域の指定」を検討しています。 
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用途地域を『第一種中高層住居専用地域』に変更します。 

みなさんが住むまちで、地域ごとに建物の用途や規模を分けるルールです。 

用途地域は、住宅、商業、工業などの１３種類に区分されます。 

   

変更前 

第一種低層住居専用地域 

低層住宅の良好な環境を守る

ための地域です。小規模なお店

や事務所を兼ねた住宅や小中学

校が建てられます。 

第一種中高層住居専用地域 

中高層住宅の良好な環
境を守るための地域で
す 。 病 院 、 大 学 、500
㎡までの一定のお店など
が建てられます。 

用途地域の変更によ

り建てられる建築物

等は増えますが、地

区計画で、「建築物

等の用途の制限」を

定めます。 

変更後 

賑やか 

静か 

住 職 

近隣商業地域 
商業地域 

工業（３種類） 

準工業地域 
工業地域 
工業専用地域 

商業（２種類） 

第一種低層住居専用地域 

第二種低層住居専用地域 

第一種中高層住居専用地域 

第二種中高層住居専用地域 

第一種住居地域 

第二種住居地域 

準住居地域 

田園住居地域 

住居（８種類） 

【地区計画】建築物等に関する事項（ 「建築物等の用途の制限」） 

建築物等の用途の制限  

住宅地区 

住宅、併用住宅、共同住宅、寄宿舎、 
下宿、学校、老人ホーム、保育所、 
福祉ホーム、診療所、巡査派出所 など 

 

建物の使い方を定めます 

（地区計画の内容は、国立市矢川上地区まちづくりニュース 15 号に記載しています。） 

変更点➀ 

用途地域とは 
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変更前 

【第一種低層住居専用地域】 

高さの限度：１０ｍ 

変更後 
【第一種中高層住居専用地域】 

高さの限度：なし 

市街地環境の保全を図るために、建てることのできる建築物の大

きさや形を制限するものです。 

建ぺい率は、敷地内にどれくらい空き地をとるかを定めます。 

 

容積率は、敷地内にどれくらいの大きさの建築物が建てられるか

を定めます。 

建ぺい率(％)＝ 建築面積÷敷地面積×100 

容積率(％)＝床面積の合計÷敷地面積×100 

建ぺい率と容積率を変更します。 

 
変更前 

建ぺい率：４０％ 容積率：8０％ 
 
変更後 

建ぺい率：６０％ 容積率：１５０％ 

隣接地の日当たりや通風を確保するために、建物の高さを制限

するものです。 

建築物の高さの限度を変更します。 

用途地域の変更により、 

建築物の高さの限度はなくなりますが、 

地区計画で「建築物等の高さの最高限度」 

を定めます。 

【地区計画】建築物等に関する事項 
（ 「建築物等の高さの最高限度」） 

建築物等の高さの最高限度 

住宅地区 沿道地区 

１2ｍ １5ｍ 

 

建物の高さを定めます 

（地区計画の内容は国立市矢川上地区まちづくりニュース 15 号に記載しています。） 

建ぺい率 

容積率 

変更点② 

変更点③ 

建ぺい率・容積率とは 

建築物の高さの限度とは 


